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［ 区 課] （関連局課名： 局 課）

5 款 1 項 2 目 中期計画-38の政策

中期計画-行政運営

中期計画-財政運営
新規・拡充 ○
視点 1
区提案調書番号 3

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（　　　　　）・無

【事業の概要及び令和２年度実施内容】

【 事業の目的・必要性】

○将来人口推計 ○昼夜間人口比率（平成27年）

○人口動態（平成30年中）
○就業地の割合

 ○市外転出者意識調査（平成29年度実施）

【令和２年度実施内容と期待される効果】

【事業費の内訳】

【事業スケジュール】

【事業開始年度】

令和２年度

【後年度負担における区局の役割】

モデル事業として着手し、将来的には経済局において事業化を目指す

【根拠法令】

なし

【根拠とするデータ等】

平成27年国勢調査、平成30年中の人口動態（第15表）、横浜市将来人口推計、横浜市外転出者意識調査（政策局）

【関係局の意見】

郊外部の働く場の創出は重要な取組と捉えており、関係区局と連携しながら検討を行う

係

係

（ 区 － ）

賃料、内装工事費等の助成オフィス等の立地助成
合計

局
課長 係長

竹井　康之 齋藤　勝利 森川　琢也 

企画調整
区

課長 係長

オフィス等開設準備 事業開始
９月 10月 11月 12月 ２月 ３月

　本資料は、公正・適正に作成しました。
鈴木　康介 中川　譲

令和２　年　度　事　業　計　画　書

２年度（B）

事業評価書
番号

金　額

0

財　源　内　訳

差引（C=B-A）

片山　優也

歳出 令和３年度
予
算

10,000 10,000
10,000 10,000

歳出 28年度

決
算

予
算

0
0

10,000 0 0 0 0
0

単独事業
令和元年度 0

青葉 区政推進

事  業  名 特記事項

経済 企業誘致・立地

中期計画-38の政策

政策番号

郊外部における働く場の創出事業

主な施策番号

令和２年度

補助率

青葉

10,000
0

0 10,000

0

令和４年度30年度

0

増△減

事業評価書
番号

一般財源
一 般 財 源 等

市債

0

　2019年をピークに人口減少が始まるとされている中、社会移動では東京都区部への転出超過が非常に多くなっている。ま
た、市外転出のきっかけは「仕事」が最も多くなっており、ワークライフバランスの視点などからも社会的に「職住近接」の
ニーズが高まっている。このような状況から、「職住近接」に対応した「働く場」を郊外部に設けることにより、東京都区部
への転出超過の抑制を図り、かつ本市の活力を維持・向上させることを目的とする。

　ビジネスに必要な設備をあらかじめ備えた共有型の貸事務所であるシェアオフィスやコワーキングスペースなどが、多様な
働き方に対応できることから需要が高まっている。みなとみらい21地区や横浜駅周辺地区などのビジネスエリアでは、企業立
地の受け皿として利用されているが、住宅地である郊外部においては、少人数や個人の利用も想定される。
　そこで、関係区と連携して地域の状況を踏まえたオフィス等の立地を助成金により誘導し、郊外部における働く場を創出す
るとともに、今後の企業誘致の受け皿としての有効性についての検証を行う。

国 県
区　分

10,000 0

29年度

補助事業

事業者の募集・選定
４月 ５月 ６月 ７月 ８月

0 10,000 10,000
0 10,000 10,000

元年度（A）

１月

説　　　　明
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